The transition process from "School to Work" for Youth in Australia (3): A case study of the managed individual pathways program in Victoria by 児美川 孝一郎
オーストラリアにおける若者の「学校から仕事への
移行」支援の現状と課題(3) : ヴィクトリア州の
MIPs(Managed Individual Pathways) プログラム
著者 児美川 孝一郎
出版者 法政大学キャリアデザイン学部
雑誌名 法政大学キャリアデザイン学部紀要
巻 6
ページ 59-91
発行年 2009-03
URL http://hdl.handle.net/10114/6506
オーストラリアにおける若者の
「学校から仕事への移行」支援の現状と課題（３）
―ヴィクトリア州のMIPs
（Managed Individual Pathways）プログラム―
法政大学キャリアデザイン学部教授 児美川 孝一郎
前稿にあたる（児美川 ２００８）では、１９９０年代以降、オーストラリア・ヴィ
クトリア州で進められた学校カリキュラム改革の動向を概観した。そこで明ら
かにしたのは、ヴィクトリア州において試みられたカリキュラム改革の方向性
が、若者たちに求められるキャリア教育――そこには、初等教育レベルでの基
礎的知識やスキルの獲得から、中等教育レベルでの職業教育訓練（Vocational
Education and Training；VET）まで、幅広い内容が含まれる――を、いわ
ば学校のカリキュラム全体に“埋め込む”という点にねらいを定めたもので
あったという点である。本稿は、ヴィクトリア州の教育改革において、そうし
た学校カリキュラム改革と平行して進められたキャリアガイダンス（１）の強化の
取り組みに注目する。とりわけ、２００２年に州内のすべての公立中等学校に導入
されたMIPs（Managed Individual Pathways）プログラムについて、導入の
政策的ねらいと背景、キャリアガイダンス手法としての特徴、その教育的効
果、各学校における取り組みの実際を検討することを課題とするものである。
ここではあらかじめ、本稿がなぜ、この時期の改革におけるキャリアガイダ
ンスの強化、とりわけMIPsプログラムの導入に注目するのかについて、その
理由を述べておこう。
第一に、（児美川 ２００８）との関連で見れば、改革された学校カリキュラム
が、そのキャリア教育としての効果を発揮するためには、いわば欠くことので
きない“相互補完的な装置”として、学校におけるキャリアガイダンスが位置
づくと考えるからである。
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ヴィクトリア州のカリキュラム改革は、そのもとで学ぶ生徒たちが、与えら
れた教育内容を、ただ漫然と所与のものとして“消化”していくのではなく、
自らのキャリア形成を意識した将来（進路）展望とかかわって、計画的かつ主
体的に学んでいくことを“前提”としている。とりわけ、中等教育修了資格で
ある VCE（Victorian Certificate of Education）に基づく大幅な選択教科が提
供され、また、職業教育訓練と結びつく VET科目も導入される後期中等教育
の段階（第１１～１２学年）においては、この点は不可欠なこととなる。そうした
意味で、学校カリキュラムの改革は、改革されたカリキュラムのもとで、個々
の生徒が、何を、何のために、どのように、学んでいくのかという点にかかわ
る適切な履修指導に支えられてこそ、その本領を発揮すると言うことができ
る（２）。後に詳しく触れるように、第１０学年以上のすべての生徒が、自らの「進
路プラン（pathways plan）」を作成し、それを学校での学習活動や進路（探
索）行動に生かしていくことを支援する枠組みであるMIPsは、こうした意味
で求められる履修指導を内に含んだ、キャリア支援の取り組みであり、キャリ
アガイダンスの強化策であると理解することができよう。（児美川 ２００８）で
のカリキュラム改革に関する議論を補完するという意味で、本稿が、MIPsプ
ログラムに着目するゆえんである。
第二に、言うまでもないことであるが、キャリアガイダンスとしてのMIPs
プログラムは、学校内で取り組まれるキャリア教育全体の中核と言ってもよい
役割を担うものであり、若者の「学校から仕事への移行」支援の枠組みを、そ
れぞれの現場レベルでの具体的な実態に即して明らかにしていこうとする筆者
の研究課題にとって、落とすことのできない考察対象であるからである。
前稿でも紹介したように、ヴィクトリア州の学校におけるキャリア教育の目
標は、
①生徒たちの「自己理解」を促し、
②卒業後の「進路（pathways）」や「仕事の世界」について探求させるこ
とで、「機会（opportunity）」についての認識を深めさせ、
③「意識決定」について学ばせ、
④新しい状況に効果的に移行していくための「移行計画」を立てさせる（３）
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ことに置かれている。MIPsの枠組みは、このうち、①②を促すことにも関連
しつつ、主要には③④に取り組むための場であると把握することができよう。
①～③に資するような教育的な要素は、学校のカリキュラム全体に、いわば
“血管”のように張り巡らされている。それは、「すべての主要学習領域（key
learning areas）と教科が、キャリア志向的である」（DEST１９９９）ことを求
める連邦政府のキャリア教育指針にも、ヴィクトリア州が取り組んだ１９９０年代
以降のカリキュラム改革にも盛られたことである。とすれば、そうした“血
管”に、まさに“血流”を注ぎ込むことが、MIPsの役割にほかならないとも
言えるだろう。
１．MIPs（Managed Individual Pathways）の概要
ここでは、まずは、ヴィクトリア州教育省によってMIPsが導入されるに
至った政策（史）的な経緯を簡単に確認し、教育プログラムとしてのMIPsの
枠組みとその特徴を押さえておく。
（１）Kirby レポートからMIPs へ
MIPsの導入の政策的背景を考えるに当たって、見落とすことができないの
は、州教育省が、ヴィクトリア州におけるポスト義務教育（post compulsory）
段階の教育・訓練の現状と課題を精査することを目的に設置した諮問委員会の
報告書（通称、Kirbyレポート。DEET２０００）である。
Kirbyレポートは、そこでの諮問内容の包括性に呼応して、義務教育後の第
１１～１２学年への残留率、後期中等教育のあり方、訓練システムの現況、州内の
雇用環境、TAFE（Technical and Further Education）や大学といった高等
教育への進学状況等についての現状分析を行い、それぞれの分野で取り組むべ
き課題を総合的に論じたものである。そして、分析の結論として、「ヴィクト
リア州におけるポスト義務教育段階の教育・訓練の将来目標」が設定され、そ
れに沿った政策提言がまとめられるという形式をとっている。
ここでは、そうした分析や提言のすべてを紹介している余裕はないが、例え
ば後期中等教育に関しては、次のような指摘を行っていたことが注目される。
レポートによれば、この時点では州の唯一の中等教育修了資格であり、後期中
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等教育のカリキュラム基準でもあった VCEは、「この年齢コーホートの全員
を対象とするプログラムとしては適切さに限界がある」（DEET２０００；p．８）。
したがって、VET科目をもっと活用し、後期中等教育段階でのカリキュラム
体系のなかに適切に位置づけることが提案されていたのである。（児美川
２００８）で見たように、その後（２００２年）、州教育省は、VCEと並ぶ新たな中等
教育修了資格として、より実践的・実用的な内容で、VET科目を大幅に取り
入れた VCAL（Victorian Certificate of Applied Learning）を導入することに
なるのであるが、Kirbyレポートにおける上記の提言は、まさにこうしたカリ
キュラム政策を先取りし、そこに根拠を提供するものであったと言える。
同様に、中等教育におけるキャリアガイダンスに関して、Kirbyレポート
は、以下のような認識を示していた（４）。
「オーストラリア、そしてヴィクトリアでは、ポスト義務教育段階の生徒
向けのガイダンスおよびアドバイスの提供は、他の先進諸国と比べると弱
い。（若者の学校から仕事への――児美川）移行プロセスの長期化と複雑
化を考えれば、過去１０年において、これらのサービスが強化されてこな
かった、場合によれば、引き下げられてさえきたことは、きわめて遺憾な
事態である。」（DEET２０００；p．１１）
こうした現状認識のもとに、ヴィクトリア州が緊急に取り組むべき課題として
レポートが求めたのは、生徒たちに対する幅広い範囲にわたるキャリアガイダ
ンスの強化と充実であり、とりわけ「移行期の学年の生徒」を対象とし、「進
路プラン」の作成を含んだ、個別的な「ケース・マネジメントの手法」に基づ
く支援の強化策であった。また、そのためには、「教育機関、訓練機関、産業
界、その他の組織から成る協働的なローカル・ネットワーク」（ibid.）の構築
が、早急に求められるとしていた。
ここで提案された「進路プラン」の作成、「ケース・マネジメントの手法」
に基づくガイダンスの強化という支援策は、その後のMIPsプログラムの原型
をなすものである。そして、レポートを受け取った州教育省は、さっそく２０００
年および２００１年に、州内各地での試行的なモデル事業として、Pathways Pro-
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ject（５）を立ち上げている。このプロジェクトは、州内の１２地域を指定し（２００１
年には、さらに１４地域を追加）、①若者の「学校から仕事への移行」支援のた
めの、学校、訓練機関、成人教育機関、職業斡旋・就労支援機関、地域行政当
局によるローカル・ネットワーク設置すること、②それぞれのローカル・ネッ
トワークを基盤として、若者たちによる「進路プラン」作成とその地域的支援
のためのモデルを構築することを目的とするものであった。こうした先導的地
域での試行を経て、２００２年より州内のすべての公立中等学校に導入されたの
が、MIPsプログラムなのである。
（２）MIPs プログラムの枠組み
あらためて整理すると、MIPsとは、州内の公立中等学校に在籍する第１０学
年以上のすべての生徒が、教師やスタッフによる適切なサポートのもとで、各
自の「進路プラン」を作成するということを軸にしたキャリアガイダンスのプ
ログラムである。その目的は、生徒たちの
①義務教育後の継続的な教育、訓練または雇用へのスムースな移行の実現
②職業生活を通して、自らの進路をマネイジしていくスキルの発達
③教育、訓練、雇用における機会についての知識と理解と経験の発達
を促すことにあるとされている（６）。
また、中等学校修了前の離学の可能性や、学卒後の進路（教育、訓練、雇用）
への移行が難しいと想定される“at risk”状態にある生徒を早期に発見し、適
切な支援策を講じることも、MIPsプログラムのもうひとつの重要な役割であ
る。したがって、MIPsのねらいは、まずは①第１０学年以上の生徒全員に「進
路プラン」を作成させ、学卒後の進路へのスムースな移行を支援すること、加
えて、②移行の困難が想定される生徒に対しては、在学中からの手厚いサポー
トを実施すること、という二段構えになっていることを押さえておく必要があ
る。
MIPsプログラムは、州教育省の政策の枠組みとしては、各中等学校に対す
る補助金支出がメインとなる（７）。「優れた取り組みの基準（Good Practice MIPs
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Framework）」（DET２００６）の提示、実践校での事例の紹介、「“at risk”状態
の生徒を発見するためのツール（Student at Risk Mapping Tool）」の提供、
教員の研修などの取り組み支援策は、州教育省によって積極的に実施されてい
るが、実際のMIPsの実践が、ぞれぞれの学校においてどのように実践される
のかは、基本的に学校ごとの裁量に任されている。
筆者の見聞の限りでは（８）、①「キャリア教師（careers teacher）」（９）を中心と
した担当者が、各学校でのMIPsの展開の中心的な役割を担うこと、また、②
生徒たちにはポートフォリオ作成用のファイル（バインダー）が渡されて、そ
こに各学年段階で作成した「進路プラン」や関連資料（パーソナル・データ、
履歴書、職場体験（work experience）の記録、アセスメント・テストの結果、
コース選択や履修の記録、進路先関連の資料、等々）が蓄積されていくこと、
そして、③「進路プラン」やポートフォリオ資料等を活用して、教員側と生徒
との個別面談が行われることが、一般的なようである。ただし、「進路プラン」
の作成や個別の面談が、いつ、誰によって、どのような形で（時間割上のどの
教科の時間を使って）行われるのか等は、学校によって、その実情はかなり異
なっている。
なお、MIPsの中心となる「進路プラン」については、様式やフォーム等、
これまた学校ごとに多様な工夫がなされており、文字どおり多様なヴァリエー
ションがある。基本的には、進路を考える際に役立つ情報や記録、進路や職業
希望、目標等を生徒自身が書き込んでいくワークシートである、と理解すれば
よいかもしれない。一例として、Daylesford Secondary Collegeが使用してい
る「進路プラン」のフォーム（Daylesford Secondary College２００６）から、そ
の項目だけを以下に抜き出してみる。
□ 現在の状況 〔プロフィール、家族状況、科目選択の状況〕
□ 学校に関連した諸活動とその実績 〔スポーツ、文化活動等への参加〕
（職場体験の希望がある場合は、興味のある職種や職業）
（上記についての保護者の署名欄）
□ 学校外の諸活動とその実績
□ 職場体験、VET科目での職場実習（Structured Workplace Learn-
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ing）の記録（１０）
□ 仕事経験 〔パートタイム労働の経験の有無、その経験へのコメン
ト、今後やってみたい仕事〕
□ 履歴書の作成経験
□ 現在、考えている〔将来の〕雇用・教育・訓練の選択肢
□ 現在、有しているスキルや資格
□ 自分が求めるスキルや資格
□ 短期的な目標と行動 〔具体的なゴールの設定、いつまでに実行する
のか、誰からの支援が得られるか〕
□ 長期的な目標と行動 〔ゴールの設定、いつまでに実行するのか、誰
からの支援が得られるか〕
――以下は、ケースマネージャー（MIPs担当の教員）との面談後に記
入――
□ 当面、取り組むべき課題
□ 次回の面談までになすべき活動や行動
（生徒の署名欄）
（ケースマネージャーの署名欄）
これが、「進路プラン」といった名称から想像されなくもない、“何歳で○をし
て、△の資格取得をめざし、何歳では△にトライする”といった類のものでな
いことは、容易に理解できよう。
また、一瞥すればわかるように、「進路プラン」は第１０学年以降に一度だけ
作成すれば、それで終了といったものではなく、何度も書き加え、書き直して
いくものである（上記の学校の記入シートの場合にも、主要な記入項目には、
学年ごとの記入欄が設けられている）。それは、生徒にとっては、自らの学習・
活動歴や進路希望等について振り返ることのできるポートフォリオであり、同
時に教員の側にとっては、一人ひとりの生徒を個別的に理解し、面談やガイダ
ンスの場面での資料として活用することを見込まれたものでもある。それゆ
え、学校によっては、「進路プラン」に書き込まれた情報のうち、必要な項目
をイントラネット上にデータベース化し、教員間での生徒指導上の連携に役立
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てているところも存在している。
（３）MIPs の特徴と性格①――ケース・マネジメント
学校におけるキャリアガイダンスの方法として見た場合、MIPsプログラム
には、二点ほどの大きな特徴がある。当然のことではあるが、それは、州教育
省が、このプログラムを導入するに当たって重視していた点でもある。
そのひとつは、MIPsは、学校におけるキャリア教育の中核的な部分に、（あ
らためて Kirbyレポートの表現を借りれば）「すべての生徒をカバーできる
ケース・マネジメントのシステム」（DEET２０００；p．１２９）を据えたというこ
とである。
もともとMIPsは、若者の「学校から仕事への移行」プロセスの複雑化と不
安定化を背景として、学校におけるキャリアガイダンスがこれに応じきれてい
ないという認識（危機感）から出発した施策である。（児美川 ２００７；２００８）
でも繰り返し指摘したように、
①ポスト義務教育段階の生徒たちを、できる限り第１２学年まで在籍させ
（中等教育修了資格を取得させ）、離学者（school leaver）を出さないこ
と
②離学者および中等学校の修了者に、教育、訓練、フルタイム雇用のいず
れかの道で、その後の進路を実現させること
が、１９９０年代後半以降、連邦および各州政府が掲げてきた教育政策上の重要指
針であり、それぞれの中等学校の現場が取り組むべき実践的な課題であった。
そのためには、多面的な取り組みが求められるのは言うまでもないが、ヴィク
トリア州のMIPsは、これまで「弱い」とされてきた、学校におけるキャリア
ガイダンスの機能を補強するという点で、上記の課題に応えようとしたもので
ある。「移行」段階の学年のすべての生徒を対象として、生徒一人ひとりの個
別ニーズに即した進路相談やキャリア支援を保障する枠組みをつくるというこ
とが、その方法論であった。
もちろん、生徒の個別ニーズに即した進路相談や面談などの取り組みは、こ
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れまでの学校において実施されていなかったわけではない。しかし、それは、
キャリア相談室などにアドバイスを求めに来る生徒に対して、任意に行ってい
たというのが実情であろう。MIPsプログラムは、こうした現状に対して、個
別支援の対象を生徒全員に広げること、および支援のあり方としては、全生徒
に自らの「進路プラン」を作成させるという共通の課題（枠組み）を設定する
ことで、学校のキャリアガイダンス機能を質的に強化しようとしたわけであ
る。また、MIPsにおける生徒支援が「ケース・マネジメント」と称されるの
は、クラス担当の教師（classroom teacher）やキャリア教師のみが、生徒の
進路相談にのるのではなく、複数の教師やスタッフが、学校外の職業訓練機関
や産業界等とも連携しつつ、協働的に生徒支援にかかわることが想定されてい
るからである。この点においても、従来の学校における進路支援の枠組みの拡
張がめざされていることに注意が必要であろう。
なお、生徒全員を対象とする「ケース・マネジメント」というMIPsの目的
と深く関係のある州教育省による施策として、On Track（１１）がある。これまた
ヴィクトリア州に独自の取り組みであるが、こちらの On Trackは、MIPsプ
ログラムのように公立学校の生徒だけを対象とするのではなく、私立学校（カ
トリック系学校、独立学校 independent school）の生徒をも対象とする。そ
れが担保しようとするのは、
①各学校が、第１０～１２学年のすべての生徒の、学校を出た（早期に離学、
または修了した）後の状況について把握すること
②その際、元生徒が、継続して教育や訓練を受けているのでも、フルタイ
ムの仕事に従事しているのでもない場合には、さらなるアドバイスと支
援を行うこと
である（１２）。
①の結果については、各学校を出た後の生徒たちの進路分布が、「大学／
TAFE等の職業教育訓練／徒弟生・訓練生／雇用／求職中／進学延期」といっ
た区分のもとに集計され、毎年の結果が州教育省のHP上にも公開されてい
る。②については、キャリア教師等の中等学校側のスタッフが、離学後６ケ月
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の時点で該当する元生徒を特定し、彼らとも相談のうえ、ローカル・ネット
ワーク下にある支援機関――成人継続教育や職業教育訓練、青少年教育などに
従事する機関や NPO等で、連邦政府による Youth Pathways Programme（１３）
による助成を受ける指定業者になっているところも多い――に紹介して、必要
な支援やサービスを受けられるようにするという仕組みである。
MIPsと On Trackの関係は、端的に言ってしまえば、学校に在籍している
“at risk”状態の生徒に対しては、MIPsの枠組みのもとで学校内での手厚い
サポートを心がけ、彼らが離学した場合には、地域コミュニティでの支援機関
に受け渡していくという、一種の「役割分担」がはかられていると言えよう
か。いずれにしても、MIPsと On Trackがシームレスに連動することによ
り、義務教育を終えた不安定な「移行期」にある生徒と若者に対する、文字ど
おりにすべての者（――私立学校の在籍者であっても、中等学校修了前の早期
離学者であっても）を対象として捕捉する、進路サポートとキャリア支援の
“網の目”ができあがっていることに注目しておこう（１４）。
（４）MIPs の特徴と性格②――LLEN（Local Learning and Employment Net-
work）
押さえておきたいMIPsの特徴のもうひとつは、それが、LLEN（Local
Learning and Employment Network）と呼ばれる、地域内での教育・訓練・
産業界等のローカル・ネットワークを基盤として実践されるという点にある。
LLENは、諸機関のネットワーク関係を指す概念であるだけでなく、コーディ
ネーター等も雇用される実体的な機関である。組織構成の原則やスタッフの雇
用に関しては、州教育省による指針も定められている。
すでに触れた、学校を離学・修了した後に教育にも職業訓練にも雇用にも属
していない元生徒に対する支援が、この LLENの存在なくしては成り立たな
いのは言うまでもないが、それだけではない。学校に在籍する生徒を対象とし
たMIPsプログラムの実践においても、①卒業後の進路やキャリアコースにつ
いての情報提供、②職場見学や体験学習先の斡旋、③職場実習の実施、④教師
以外のコーディネーターやアドバイザー等による生徒への相談活動などが、学
校側との緊密な連携のもとに、ローカル・ネットワークによって提供されるこ
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とが期待されているのである。
現在、ヴィクトリア州内には、その全域をカバーする３１の LLENが設置さ
れている。その役割は、MIPsの遂行に限られるわけではないが、地域コミュ
ニティ内の教育・訓練・産業界の連携とネットワークを構築し、若者支援のた
めの協働の事業を実施していくことが LLENの目的である。３年ごとに、活
動目標等を明示した「契約」を地方行政当局と結び、活動資金等の補助を受け
るという仕組みになっている。LLENについて解説した行政文書である
（DEM２００７；pp．５－６）によれば、LLENのメンバーとして想定される機関や
個人は、以下のような広範なカテゴリーに及んでいる。
１．学校（公立、私立）
２．TAFE、TAFEを付置している大学
３．成人教育（ACE；Adult Community Education）の機関
４．民間の認可訓練機関（RTO；Registered Training Organisations）、
大学等の教育・訓練機関
５．労働組合（本部、支部組織）
６．雇用主の組織（本部、支部組織）、職業紹介機関
７．地方政府
８．その他のコミュニティ機関（連邦および州政府の部局、コミュニティ
教育と成人継続教育カウンシル、等）
９．先住民の組織（本部、支部組織）
１０．コミュニティの構成員
１１．LLENの委員会によって選出された協賛者
また、その活動の主要な焦点は、
・若者に対して、よりよい進路とサポートを提供するために、さまざまな取
り組みを促進し、関係者間の協力と協働をはかること
・地域レベルでの戦略的計画を立てること
・州レベルでの政策やプログラムに対して、地域レベルの視点から助言する
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こと
・地方政府の取り組みを地域レベルの教育・訓練システムに組み込むための
有効な足がかりとして機能すること
にあるとされている。LLENは、先の Kirbyレポートが求めた「ローカル・
ネットワーク」の構想を現実化したものであるが、そこに流れている教育政
策・若者政策上の理念は、若者の進路探索や進路実現をサポートする役割は、
学校だけが担うものではなく、地域コミュニティ全体の責務である、とする点
にあることを確認できるだろう。
ただし、（Stokes & Tyler２００２）が指摘するように、この点でのMIPsの枠
組みは、Kirbyレポートを受けて州教育省が先導的試行として取り組んだ
Pathways Projectと比較してみると、やや「後退」している印象も受ける。
先に紹介した Pathways Projectにおいては、ローカル・ネットワークに直接
交付されていた州政府の補助金が、MIPsプログラムにおいては、各学校にそ
れぞれ配分されることになったからである。つまり、生徒に「進路プラン」を
作成させることを通じて、彼らの進路実現に向けた支援を行うという実質は同
じであるとしても、Pathways Projectのもとでは、各学校はローカル・ネッ
トワークとかかわる必然性を持たざるをえなかったのに対して、MIPsの枠組
みにおいては、各学校が校内での“内輪”だけの取り組みに終始することも（論
理的には）可能となっているということである（１５）。
とはいえ、制度設計のうえでの強弱は措くとしても、MIPsの取り組みが、
LLENとの連携のもとに実施されることを予定しているのは確かであり（１６）、
それがコミュニティを基盤とした実践としての実質を持てるか否かは、まさに
各学校レベルでの運営にかかっているとも言える。
２．MIPs の導入についての評価
以上のような経過と特徴、ねらいをもって、州内のすべての公立学校（中等
学校）に導入されたMIPsは、では、学校現場にはどのように浸透・普及し、
個別の学校では、どのような実践上の成果や課題が明らかになってきているの
だろうか。ここでは、現時点で入手できる調査やレビューの代表的なものが、
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MIPsプログラムの導入をどのように評価しているのかを見ておくことにした
い。
２０００年以降にヴィクトリア州が展開した教育改革の諸動向に対する全般的レ
ビューを試みた（Long２００５）は、「若者の学習と労働への参加において、ヴィ
クトリア州は、この国全体の先導者であろうか」（p．!）という問いを提起し、
これに「イエス」と答えている。そして、そのことが注目に値するのは、ヴィ
クトリア州が、従来からこの領域における先進的な州であったわけではないに
もかかわらず、Kirbyレポート以後に展開された継続的・体系的な政策的アプ
ローチによって、①中等学校における第１２学年への生徒の残留率、②VET（学
校を基盤とした徒弟制 School−Based Apprenticeshipを含む）への参加率、
③中等教育修了資格（同等の職業教育訓練の資格を含む）の取得率、④離学者
の（その後の）教育・訓練または雇用への参加率、⑤若年失業率、といった指
標において、めざましい前進を遂げたからであるとしている（１７）。
こうした評価を下すに当たって、（Long２００５；p．４）が、州による体系的な
教育改革アプローチの実施として着目したのが、以下の７つの諸施策である。
①若者の「学校から仕事への移行」支援のためのローカル・コミュニ
ティ・ネットワークの構築 →LLEN
②キャリアガイダンスへの、従来よりもインテンシブな「進路プラン」作
成とケース・マネジメントの導入 →MIPs
③中等学校のカリキュラムの拡大 →VET科目、学校を基盤とした徒弟
制
④新たな中等教育修了資格の導入 →VCAL（１８）
⑤TAFEや ACEでの中等学校の生徒の履修の促進 →行政上の障壁の撤
去
⑥中等学校の修了者、離学者の、その後の移行プロセスについてのインテ
ンシブな調査の実施 →On Track
⑦改革プロセスを評価・監査するための新しい機関の創設 →VET科目
等の資格認定にかかわる VQA（Victorian Qualifications Authority）、
徒弟制や訓練生制度にかかわる VLESC（Victorian Learning and Em-
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ployment Skills Commission）、カリキュラム開発にかかわる VCAA
（Victorian Curriculum and Assessment Authority）
これらの一連の政策は、そもそも相互（促進的）に関連しあうものではある
が、①②⑥が、すでに見てきたMIPsプログラム関連の施策であることに注目
すべきであろう。また、③④⑤は、すべて生徒の履修やカリキュラムにかかわ
るものであるが、MIPsにおける「進路プラン」の作成ともかかわって、めざ
すべき将来のために、在学中に何を、どう学んでいくのかについての選択肢を
拡大するものであるという点で、MIPsの取り組みと相乗的な効果をもたらす
ものであるとも言える。いずれにしても、成果をあげつつあるヴィクトリア州
の近年の教育改革の試みにおいては、MIPsが重要な、全体の中核となるよう
な役割を果たしていることを確認することができよう。
ところで、MIPsの導入から３年を経た時点で、州教育省は、MIPsの教育
的効果について精査するための外部評価委員会を立ち上げている。委員会の調
査報告書（Asquith Group２００５）が指摘する主要な論点は、以下のとおりで
ある。
①MIPsプログラムは、ポスト義務教育段階の生徒たち全員に対して、必
要なキャリアガイダンス的な支援を行うための強力なイニシャティブに
なっている。
②各学校に対して、学校やローカル・コミュニティの実情に応じて、柔軟
にMIPsを実践していく裁量を与えている点も、評価できる。
③調査によれば、州内の公立学校第１０学年以上の生徒の９４％以上は、文書
化された形で「進路プラン」を作成しており、満足できる普及度であ
る。
④MIPsの導入の効果には、学校による違いが少なくない。「MIPsを、意
見表明を活性化し、カリキュラムを多様化し、教師と生徒の関係性の文
化を改善していく契機として活用している学校」（p．４）もあれば、（残
念ながら）そうでない学校も存在する。
⑤効果的にMIPsを実践するためには、学校全体でそれに取り組む「統合
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的な枠組み」が必要であり、生徒の多様なニーズに応えるために、福祉
サービス、キャリア教育、その他の生徒サポートとの連携、それぞれの
スタッフ間での協働が求められる。
⑥「進路プラン」の作成には、保護者の参加も不可欠である。
⑦政府の目標である第１２学年の修了率（あるいは、同等の職業教育訓練の
資格の取得率）を高めるためには、MIPsプログラムが、早期離学の可
能性のある“at risk”層の生徒にも明確な焦点を定められるように、
「ケース・マネジメント」機能を強化していく必要がある。
⑧MIPsのねらいは、二つの焦点――すべての生徒による「進路プラン」
の作成、“at risk”状態にある生徒の特定と彼らへの特別支援――を持っ
ているが、現状では前者に力点が置かれており、後者への取り組みは、
必ずしも十分とは言えない。
⑨ローカル・ネットワークである LLENのMIPsへのかかわり方は、学
校・地域によって大きく異なっている。全体として、LLENの資源が
十分に活用されているとは言いにくい。
⑩MIPsと On Trackの連携は、より強化されることが望まれる。
一読してわかるように、報告書には、取り組みの改善や発展が求められる点
も含めて、かなり多様な論点が提示されている。しかし、筆者なりに、求めら
れる改善のポイントを大括りに整理すれば、以下のような三つの論点に収斂し
ていくように思われる。それは、
・MIPsの実践が、教育活動として単独の、担当者だけのものになってしま
わずに、学校全体としての取り組みになっているかどうか。
・保護者やローカル・コミュニティ（LLEN）との緊密な連携のもとで、
MIPsが実践されているかどうか。
・早期離学の可能性のある“at risk”層の生徒をいかに特定し、どのように
特別な支援をしていくのかについて、十分な体制ができているかどうか。
である。確かに、MIPsというプログラムの効果を最大限に発揮していくこと
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を考える際には、的確な点検・改善ポイントの指摘である。しかし、以上は、
なんと言っても導入後まだ３年を経過しただけの段階でのレビューであること
にも注意が必要である。おそらく、報告書が全体として意とするところの含意
は、次のような結語のうちに鮮明に表明されていると見て、ほぼ間違いはない
だろう（１９）。
「結論として、本評価委員会は、MIPsの提供が、非常に価値のある、成
功裏の改革をもたらしたものと認める。それは、義務教育後の生徒たち
の、自らの進路を航海していく能力を高め、彼らを支援する学校の能力を
改善した。しかしながら、とりわけ“最善の”実践的アプローチをいまだ
採用していない学校においては、プログラムに改善の余地があることもま
た、明らかとなった。」（Asquith Group２００５；p．７）
要するに、改革のねらいや方向性に狂いはない。必要なのは、目標の実現のた
めに、学校現場レベルでの実践をさらに充実・発展させていくことにほかなら
ないというわけである。
３．学校現場での実践の展開
では、それぞれの学校現場において、MIPsはどのように取り組まれている
のか。その実践の“かたち”は、州内の中等学校の数と同じだけあると見るこ
ともできるが、ここでは、ヴィクトリア州教育省が“MIPs Good Practice Case
Studies”として事例紹介している学校での実践に焦点をしぼって、検討して
みることにしたい（２０）。ただし、先の外部評価委員会の報告書も指摘していた
ように、学校内においてどのように“at risk”状態の生徒を特定し、どう支援
していくのかという点については、各学校の取り組みは、いまだ模索的な段階
にあると想像される（州教育省による事例研究でも、この点については、それ
ほど詳しくは触れられていない）。したがって、以下での検討の中心は、各学
校が、すべての生徒を対象とする「進路プラン」作成の体制をどう築きあげて
いったのかという点に置かれる。
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（１） 誰がMIPs プログラムの遂行や運営を担うのか
MIPsの導入に際して、「MIPsコーディネーター」と呼ばれる職務を新たに
設置した学校は多い。従来からのキャリア教師がこの役割を引き受けて、MIPs
の運営の中心的な担い手になることが少なくないが、しかし、各学校には、
MIPsの内容とも関連の深いキャリア教育関連の職務が、いくつか存在してい
る（VETや VCALコーディネーター、職場体験コーディネーター。あるいは、
第１０～１２学年の各コーディネーター、等々）。したがって、実態としては、
MIPsコーディネーター（やキャリア教師）を中心としつつ、これらの職にあ
る教員の協働による“キャリア・チーム”が、MIPsの具体的な取り組みを担っ
ているというのが、現状のようである。
ただし、注意しておきたいのは、上記のようなキャリア関連の職務は、すべ
てがフルタイムの専務職として成立しているわけではないし、学校によって
は、クラス担当の教師や各教科の教師が、このチームに加わっていることもあ
るという点であろう。そうなると、MIPsプログラムの遂行をめぐる役割分担
は、かなり複雑な様相を呈する場合もあるわけであるが、例えば Geelong
High Schoolでは、以下のような事情になっている。
キャメロン；［フルタイム×０．６］勤務。VCALおよびキャリア・コー
ディネーター
シャロン；［フルタイム×０．８］勤務。MIPsコーディネーター（０．４）、
クラス担当の教師（０．４）
ダリル；フルタイム勤務。キャリア教師、VET・学校を基盤とした徒弟
制・職場体験の各コーディネーター
各ハウス（２１）・リーダー；“at risk”状態の生徒への対応
このように、“キャリア・チーム”の構成は、それぞれの学校ごとにかなり
の特色をもったものである。また、Oberon High Schoolにおけるように、教
員身分ではない学校職員（School Service Officer）（２２）が、MIPsに基づいて生
徒が作成する「進路プラン」の管理や離学後の状況把握につとめるだけではな
く、生徒との個別面談に参加しているケースもある。あるいは、生徒に対する
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福祉的なサポートを担当する職員が、「進路プラン」の作成等においては、
“キャリア・チーム”と密接に連携して協働することも少なくないようであ
る。
学校によっても異なるが、これだけの人数のスタッフがMIPsの取り組みに
関与するのだとすれば、スタッフ相互間の連絡や調整、意思疎通を行うだけで
も大変なのではないかとも想像される。少なくない学校では、副校長あたりが
取りまとめ役になって、定期的に連絡調整会議を開くなどして対応しているよ
うであるが、しかし逆に言えば、多くのスタッフが協働して関与する事業だか
らこそ、MIPsの取り組みが、“キャリア教師の仕事のひとつ”におさまって
しまうのではなく、学校全体での取り組みになっていく（――さらには、学校
全体を変えていく「触媒」となっていく）可能性が内包されているという点に
も留意すべきであろう。
（２） MIPs への取り組みは、いつ、どこで行われるか
この点についても、それぞれの学校による取り組み方の違いは、少なくな
い。ヴィクトリア州の中等学校では、一週間の時間割上にクラス単位のホーム
ルームの時間が組まれている学校と、組まれていない学校がある。時間割上、
ホームルームが存在する学校の場合には、MIPsへの取り組みの大半は、この
ホームルームの時間に、キャリア教師等の“キャリア・チーム”によって（ク
ラス担当の教師とも連携して）行われることが多い。第１０学年以降では、例え
ば３学期（オーストラリアの学校は、通常４学期制である）のホームルームの
時間が、キャリア教育やMIPsのために集中的に活用される位置づけになって
いるという学校もある。ただし、こうしたタイプの学校においても、生徒と
キャリア教師等との面談は、空き時間や放課後等の時間を工面して行われる。
生徒による「進路プラン」の作成は、ホームルームの時間における情報提供や
指導を踏まえて、この面談に合わせて作成されるのが通例であろう。
一方、時間割上にホームルームが組まれていない学校の場合には、MIPsへ
の取り組みの時間は、（定期的ではないが）キャリア教育やMIPsのための一
定数の時間を通常の授業時間枠のなかに組み込んだり、生徒の空き時間や放課
後等を利用したりといった工夫がなされることになる。Debney Park Secon-
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dary Collegeのように、国語（English）の時間に、国語の教員とも連携をは
かりつつ、「進路プラン」作成の出発点となる職場体験の事前指導が実施され
るという学校や、Oberon High Schoolのように、学校行事として一日がかり
の「キャリア・デー」が年に数回持たれ、そこでMIPsへの取り組みが集中的
になされるという学校も存在している（以下に、同校の第１０学年における取り
組みのスケジュール表を掲げた。Cf. Oberon High School２００６）。
第１０学年 Carees／Pathways プログラム（２００６年度）
１学期 職場体験用の「履歴書」「申請書類」の作成
国語（English）に時間の一部を活用して
２学期 ４月９日 面接スキルについてのワークショップとロールプレイ
講師：James Lynch（Your Image Solutions）
４月１２日、２０日、２４日 模擬面接プログラム
面接官として、雇用主、職業紹介事業者が協力
この時期までに、Career Voyage program（職業興味検査）を受検
５月２日 一日プログラム
①社会人によるパネル・ディスカッション
②Careers Information Centre のスタッフによるアドバイス
③MIPs へのガイダンス
④キャリア探求ツールの紹介、情報提供
⑤午後、職場あるいは中等後教育機関を訪問
３学期 ７月２１日 一日プログラム
①義務教育後（第１１学年以降）の科目・コース選択（VCE、VCAL、
学校を基盤とした徒弟制、VET科目）について
②学校終了後の進路について
８月３日 一日プログラム
職場体験の準備として、職場での健康・安全管理の方法等を学ぶ
OH＆S（Occupational Health and Safety）トレーニングを実施
８月１７日 Information Night（夜間の時間帯に実施）
第１１学年への移行について、保護者も参加
８月２８日～９月１日 職場体験ウィーク
４学期 第１１学年での科目・コース選択の確定
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指導時間の安定的な確保と、生徒との人間関係が築けている（であろう）ク
ラス担当の教師の協力を得やすいという点では、前者のやり方に利点があるよ
うに見える。しかし、後者のやり方で学校行事のような集中的な取り組みを実
施する場合には、多くの教員を動員することによるダイナミックな実践を構想
できるということもある。もちろん、両者を組み合わせることも可能であり、
要は、学校としての考え方（方針）による個性的な取り組み方が、それぞれに
追求されているというところであろう。
（３） 指導上の重点や流れ
MIPsの担い手や指導形態が、学校ごとにきわめて多様な形をとるのとは対
照的に、第１０～１２学年までの生徒を対象とするMIPsに、学校全体の教育計画
として、あるいは教育実践上のねらいとして、どのような重点や流れを意識し
ながら取り組んでいくのかという点は、実は、どの学校の取り組みにおいて
も、かなりの程度の類似点を見いだすことができる。
まず、第１０学年では、この学年で職場体験を実施する学校が多いため、その
準備も兼ねて、ポートフォリオとしての「進路プラン」に最初のワークシート
が挟み込まれる。生徒による職業調べや職業興味等を記入させるといった取り
組みが圧倒的であるが、ねらいは、卒業後の進路や将来の「働くこと」に、生
徒の意識を向けさせることにある。また、第１１学年以降は、後期中等教育の段
階に入り、職業教育訓練の VET科目も含めて、大幅な科目選択制が取り入れ
られる。したがって、中等教育修了資格の取得（２３）を念頭において、かつ生徒
自身の将来展望や進路希望とも絡めながら、次学年での科目選択についてのガ
イダンスを行い、VET科目やそこでの職場実習、職業訓練資格の概要、「学校
を基盤とした徒弟制」等についての適切な情報提供を行うことも、この段階に
おける取り組みの重点課題となる。生徒は、これらの点を睨んで作成した「進
路プラン」を携えて、キャリア教師等との個別の面談に臨むわけである（２４）。
次いで、第１１学年では、実際に選択科目の履修がはじまっているので、その
点を含めた履修・学習の現状の点検、卒業後の進路志望の明確化、必要であれ
ば、第１２学年での履修計画の再検討等の作業が、集団的なガイダンスおよび個
別面談を通じて行われる。VET科目等を履修している生徒の場合には、地域
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内で連携を組んでいる他校や TAFE等の学校外の職業教育訓練機関で学んで
いる生徒（２５）や、連携先の企業等において職場実習に従事している生徒も少な
くない。これらの諸機関からのフィードバックも含めて、この段階での生徒へ
の支援は、外部との連携を要することが多く、対応するキャリア教師等にとっ
ても骨の折れる仕事となることが少なくないようである。
そして、最終学年である第１２学年では、中等教育修了資格の取得のための支
援を行うとともに、進学（大学、TAFE等）、徒弟制や訓練生を含む訓練、就
業といった生徒それぞれの卒業後の進路希望を最終的に確定させ、希望する進
路の実現に向けたサポート（主要には、個別の面談等）が行われる。なお、
MIPsに基づいて生徒が作成した「進路プラン」は、卒業後は生徒自身が保管
し、これまでの教育・学習・訓練の履歴や自らの進路希望等の変遷を記載した
ポートフォリオとして、その後にも活かされることが期待されている。また、
On Trackの関係では、離学後の半年間は、生徒のその後の教育・訓練・就業
の実態を把握しておくことも、学校側の任務である。
各学校における取り組みの流れは、およそ以上のようになる。第１０学年から
後期中等教育（＝ポスト義務教育）への「移行」、第１２学年を終えて以降の教
育・訓練・就業（＝学校後 post−school）への「移行」という、それ自体が「移
行期」的な学年段階にいる生徒たちへのキャリアガイダンスの中味としては、
各校におけるプログラムがおおむね似通ってくるのは、ある意味では事柄の必
然でもあろう。
（４） 保護者の参加・協力
MIPsへの取り組みにおいて、保護者の協力や参加をどう促すかは、プログ
ラムの教育効果に大きな影響を与える重要な要素である。この点は、州教育省
も各学校も、十分に認識している。しかし、実際にどうかと言えば、各学校と
もに（こう表現することが許されるなら）それなりに“苦戦”をしている様子
がうかがえる。
①“Careers Newsletter”といった名称の保護者向けのニュースを、月１～
２回程度発行（同時に、イントラネット上にも掲載）して、MIPsの取り組み
にかかわる関連情報を提供する、②年に１～２回開かれる保護者説明会
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（“Parents Information Night”等と呼ばれ、夜間に開催されることも多い）
の場を利用して、キャリアガイダンスやMIPsへの保護者の協力を求め、情報
提供と意見交換の機会とする、等のことは、どこの学校でも実施されているよ
うである。しかし、問題は、そうした取り組みだけで、保護者による十分な協
力や参加を得られるとは限らないという点にある。
こうした限界を乗り超えるための工夫は、もちろんそれぞれの学校において
試みられてはいる。生徒とキャリア教師等との面談の際に、（任意ではある
が）保護者の同席を促す学校は少なくないが、残念ながら、参加率はそれほど
高いとはいえない。そこで、Geelong High Schoolでは、むしろ保護者とキャ
リア教師等との面談の実施をメインの取り組みに位置づけ、その場で生徒が作
成した「進路プラン」を活用するという試みをはじめている。
また、生徒がMIPsに基づく「進路プラン」を作成する際には、家庭で保護
者と話しあいの機会を持つことを条件とする学校も少なくない。しかし、その
ことが、どれだけの意味を持てるかは、それぞれの家庭の姿勢しだいといった
実態も存在する。それゆえ、Marnebek Schoolでは、生徒が記入する「進路
プラン」のフォームに、最初から保護者による記入欄や生徒の記述に対するコ
メント記入欄を設けることにした。いわば生徒と教師（スタッフ）間のコミュ
ニケーション・ツールである「進路プラン」を、生徒・保護者・教師（スタッ
フ）の三者間のコミュニケーション・ツールとしても活用していると言えばよ
いだろうか。さらに、Eltham High Schoolの Careers Nightのように、もと
もとは生徒向けのキャリアガイダンスの行事であったものを、夜間に開催する
ことに変え、保護者にも生徒といっしょにプログラムに参加することを促して
いる学校もある。
なお、生徒のキャリア設計や進路選択に関して、一定の関与をしたいと希望
する保護者のなかにも、そのための知識やスキル等が十分ではないため、実際
には二の足を踏んでいるというケースも少なくはないと想像される。おそらく
は、そうした層の保護者を対象として、地域レベルでは LLEN等が中心となっ
て、Parents As Career Transition Supportプログラムが進められている。州
教育省の補助事業でもあるこのプログラムは、ワークショップの開催等を通じ
て、わが子のキャリア支援者となるための保護者の力量形成をはかることを目
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的としている。今後、こうした取り組みの広がりと学校との連携が緊密になれ
ば、MIPsにおける保護者参加の実態にも、新たな展望が開けてくるのかもし
れない。
（５） 外部（LLEN）との連携
LLENをはじめとするコミュニティ・レベルでの外部との連携は、少なく
とも事例研究を見ている限りでは、それほど表面には出てこない。もちろん、
第１１学年以後の生徒の履修計画においても、VET科目や「学校を基盤とする
徒弟制」等の受講には外部との連携が不可欠である。また、そもそも生徒によ
る「進路プラン」の作成や、実際に進路を実現していく際には、外部の教育機
関、訓練機関、事業所等からの情報提供やガイダンス機会を活用することも不
可欠である。そういう意味では、MIPsを担当する“キャリア・チーム”のメ
ンバーが、それぞれの役割分担に基づいて日常的に外部と連携しつつ、業務の
遂行に当たっていることは想像に難くない。
また、そうした意味での連携を円滑にするために、人的資源管理の分野での
実務経験が長く、地元の産業界にも太いパイプを有する人材をMIPsコーディ
ネーターに招いたり（Daylesford Secondary College）、地域のクラスター内
で「学校を基盤とする徒弟制」のコーディネートの仕事をしていた人材を、職
場体験や職場実習のコーディネーターとして“キャリア・チーム”の一員に採
用したりする学校（Oberon High School）も存在している。
しかし、１．（４）でも指摘したが、MIPsの前身となった Pathways Project
では、それぞれのコミュニティ内に設置されたローカル・ネットワークが、生
徒たちの進路選択支援の直接的な提供者となることが模索されていた。それと
比較すれば、それぞれの学校におけるMIPsの取り組みが、少なくとも現時点
では、ある程度“学校内”化しているということは否めないであろう（２６）。２．
で触れたMIPsについての外部評価委員会が、各学校におけるMIPsの取り組
みの進展（前進）をはかる指標として示していたのは、それが、担当者だけの
ものではなく、①学校全体での取り組みになっているかどうか、②LLENと
の緊密な連携と協働のもとに進められているかどうか、であった。この指標に
照らすならば、事例研究として紹介されている学校における諸実践は、①につ
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いては、相応の工夫や体制づくりがなされ、着実な前進を遂げつつあるが、②
については、スタッフが個人的に有している人脈やネットワークを越えて、あ
るいは、事業の進行上必要となる連絡や調整作業を越えて、さらなる協働を創
りだしていく段階にまでは、いまだ至っていない現状にあると言えるのだろう
か。
４．若干の補遺
学校名を明かすわけにはいかないのだが、筆者がインタビューに訪問した、
ある中等学校のキャリア教師は、「MIPs？そりゃあ、お金だよ」と言ったこと
がある。彼が示唆したかったのは、おそらく、補助金自体は有難いものだから
使っているよ、といったニュアンスのことなのだろう。しかし、もう少し深読
みすれば、そこには、MIPsの枠組みのもとで行っている取り組みは、もとも
と中等学校にとって（とりわけ、キャリア教師にとっては）重要な実践上の課
題であり、州教育省に後押しされなくても、これまでも取り組んできたこと
だ、という一種の自負が潜んでいるのかもしれない。
教育政策としてのMIPsは、確かに州教育省によるトップダウンの施策であ
る。その事実だけでも、キャリアガイダンスやキャリア教育の領域において、
これまで熱心に実践してきていた教師たちには、多少とも“不快”の念を起こ
させる原因になりうるのかもしれない。ましてや、On Trackも併せれば、そ
れが、彼らの仕事をこれまで以上に多忙にさせているだろうことが想像できる
とすれば、なおさらである。
しかし、MIPsの導入が、州教育省によるトップダウンであったからこそ、
可能になったこともある。何より、これまでこの領域での実践が必ずしも十分
には行われていなかった学校においては、取り組みの強化を必然化させたはず
である。また、これまで熱心に取り組まれてきた学校においても、なお発展が
望まれた点など――生徒へのキャリアガイダンスの取り組みを、キャリア教師
だけの役割とせずに、学校全体での協働体制のもとに置くことや、ローカル・
コミュニティとの緊密な連携といった課題が想定されるだろう――を焦点化す
ることを促したのではなかろうか。
そういう意味で、政策サイドによるトップダウンの施策の“功罪”は、慎重
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に判断されてしかるべきである。日本の教育行政に関して、よく指摘されるよ
うに（２７）、強引なトップダウンの施策が、結局は学校現場を混乱させ、教師た
ちのモチベーションを下げるだけに終わるといった事態も考えられなくはな
い。しかし、MIPsの場合には、概して言えば、学校現場での実践に対して促
進的に働いたと言えるのではないか。そのことを可能にしたのは、政策的なね
らいが的確なものであったという点に加えて、施策の策組み自体の自由度がき
わめて高かった――第１０学年以上のすべての生徒に「進路プラン」を作成させ
るという一点の条件を満たせば、「進路プラン」の内容をどう構成するかも、
スタッフの体制の組み方も、時間割上に指導の時間をどう捻出するか等も、す
べてが各学校での裁量と工夫に任されていた――という点にあることを看過す
るわけにはいかないだろう。
［注］
（１）一般的に「キャリアガイダンス」の概念は、実施主体としては、学校での
サービス提供から、職場、公共サービス機関、コミュニティや民間セク
ター等での営みまで、内容的には、キャリア情報の提供から、アセスメン
ト、カウンセリング、キャリア教育プログラム、職業試行サービス等まで
を含む、きわめて包括的な概念である（例えば、OECD２００４；Greenhaus
and Callanan（ed.）２００６）。しかし、本稿ではこれを、ほぼ学校での「進
路指導」と同義のものとして使用している。ただし、「進路指導」の概念
を使用しないのは、本論で後述するように、ヴィクトリア州における
MIPsプログラムは、学校を含む、職業教育訓練機関や産業界、コミュニ
ティとの連携事業として位置づけられることを重視しており、そうした含
意が、日本的な文脈における「進路指導」イメージに解消されてしまうこ
とを避けたいからである。
（２）「何を、どのように」学ぶかについては、教育内容の吟味やカリキュラム
編成によっても対応できる問題であろうが、「何のために」学ぶのかにつ
いては、教育内容論やカリキュラム論だけでは対応しきれない。どうして
も、それぞれの個人（主体）に即した学習の意味づけ・動機づけという回
路が必要となるだろう。言ってみれば、それが、本稿が言う意味での「履
修指導」である。したがって、それは、単なる科目選択や時間割作成の支
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援のみを指しているのではない点に注意を喚起しておきたい。
（３）ヴィクトリア州教育省のHPから。‘Career Education in Schools’の項
（http://www.education.vic.gov.au/sensecyouth/careertrans/careereduca-
tion/default.htm）
なお、正確に言えば、州教育省の名称は、本稿が検討の対象とする２０００
年以降の時期に限っても、「教育・雇用・訓練省（Department of Educa-
tion, Employment and Training）」「教育・訓練省（Department of Edu-
cation and Training）」「教育・幼児教育省（Department of Education
and Early Childhood Development）」と変更を繰り返している。本稿で
は、煩雑さを避けるため、すべて「教育省」で通すことにした。
（４）オーストラリアの中等学校で取り組まれているキャリアガイダンスの実態
（および、生徒がそれをどう評価しているのか）については、現時点での
評価ということになるが、全国レベルでの実態調査がある。（Rothman
and Hillman２００８）を参照。
（５）詳しくは、（Stokes & Tyler２００２）を参照。
（６）ヴィクトリア州教育省のHPから。‘Managed Individual Pathways
（MIPs）’の項（http://www.education.vic.gov.au/sensecyouth/careertrans/
mips/default.htm）
（７）ちなみに、予算額は、２００７～０８年度の場合、総額で１４００万豪ドル（１豪ド
ル＝１００円で換算すると、１４億円）である。ヴィクトリア州内には、中等
学校が２５３校、初等・中等学校の合併校が５３校あるので、学校規模等は無
視して単純に１校あたりの平均額を計算してみると、４５，７５１豪ドル（通貨
レートによるが、約４００万円前後？）となる。
（８）いくつかの学校でのMIPsの実践方法等についての情報収集では、
Eltham High Schoolのキャリア教師である Peter Goddard氏にお世話に
なった。記して謝したい。
（９）キャリア教師とは、キャリア・カウンセラー等の非教育職ではなく、教員
資格を有したキャリア教育担当の教師のことを指す。呼称は「キャリア・
コーディネーター」「キャリア・アドバイザー」等の場合もある。各学校
に何人配置されているのか、キャリア教師としての担当以外に教科の授業
等も担当するのかどうか等については、国および州レベルで明確な規定や
基準があるわけではないので、学校ごとに実態は異なる。ヴィクトリア州
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の場合には、キャリア教師が、「専門的教師（expert teacher）」というレ
ベルの登録・認定（registration）を受けていなくてはならないという規
定はある。
なお、オーストラリアにおける教員の資格や職階等については、州に
よって異なるが、（Heintz２００４）を参照。
（１０）職場体験と職場実習の違いについては、（児美川 ２００８）を参照。
（１１）ヴィクトリア州教育省のHPを参照。‘On Track’の項
（http://www.education.vic.gov.au/sensecyouth/ontrack/default.htm）
（１２）これ以外にも、行政施策としてのねらいには、中等学校側からの追跡調
査によって、ポスト義務教育段階の若者たちの進路動向の実態を州全体と
して把握し、政策立案の際の基礎データとして活用するということもあ
る。
（１３）教育にも職業訓練にも雇用にも従事していない若者に対して、コミュニ
ティ・ベースで就労支援・社会的自立支援を行うことを目的とした連邦政
府の政策である。（DEST２００７）（児美川 ２００７）等を参照。
（１４）こうした包括的な“網の目”が形成されるがゆえに、MIPsと On Track
に対しては、（Kamp２００５）のように、それが、（「パノプティコン時代」
たる現代を象徴して）若者に対する監視を強化し、彼らの自律的な能力を
損なうことになる危険性が高いこと、その意味で、リスクを「管理」する
もののようでいて、その実はリスクを「産出」するものになりかねないと
いった点を指摘する批判的見解も存在している。Kirbyレポートにおいて
も、「すべての生徒をカバーできるケース・マネジメント」の実施が、若
者に対する「パターナリズムになってはならない」とする留保は存在して
いたのであるが（DEET２０００；p．１３２）、上記の批判は、支援者側の意図
を超えたシステム次元の問題性を言い当てている可能性もある。ただし、
この点について本格的に論及することは、明らかに本稿の守備範囲を超え
ている。他日を期したい。
（１５）実際、学校や教師による生徒支援とコミュニティの諸機関における若者
支援の間では、支援者の違いだけではなく、支援の方法やスキル、指導の
さじ加減、底流にある理念や価値観といった、いわば「支援の文化」とで
も言うべきものに違いがある。（Stokes & Tyler２００１）における調査結果
が示すように、Pathways Projectにおいては、これらの異なる「支援の
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残留率 VET参加 修了率 離学者の参加 失業率
ヴィクトリア州 ８１．１ ２９．５ ８３．５ ７１．８ ３．４
オーストラリア全体 ７５．７ ２５．９ ７８．９ ６８．７ ４．４
文化」が出会い、ぶつかり、最終的には協調的な関係を創造していくプロ
セスが生まれていたことの意義に注目すべきであろう。それは、直接的に
は生徒（若者）の利益に通じるものであるばかりでなく、各学校における
キャリアガイダンスの質を、社会に開かれたものへと高める可能性を持つ
ものと考えられよう。
（１６）州教育省が公表しているMIPsの「優れた取り組みの基準」（DET２００６）
でも、各学校での取り組みにおいて、「生徒の選択肢を広げ、参加と残留
率と学校後の進路への円滑な移行を支援するための資源を増やすために、
学校とコミュニティの重要な機関との連携を発展させること」および「そ
うした外部の機関と人的資源が、学校におけるMIPsチームの一員となる
こと」を、優れた取り組みの「基準」に数えている。
（１７）それぞれの数値（％）をあげておくと、以下の表のようになる（Long
２００５；p．１６）。
このうち、VETへの参加率は、若年人口（１５～２４歳）における参加者の
割合を指しており、中等学校における VET科目の履修率ではない。
（１８）以前から存在する VCE（Victorian Certificate of Education）に加えて、
２００２年から導入された新しい中等教育修了資格。職業教育訓練の領域をカ
バーし、実践的・応用的な内容が強い。（児美川 ２００８）で詳しく検討し
た。なお、（Ryan, Brooks & Hooley２００４）も参照。
（１９）外部評価委員会の報告書に対して、これを受け取った州教育省は、ただ
ちにレスポンス（DET２００５）を発表している。その内容は、報告書の指
摘を基本的に受けとめたうえで、LLENの活用等によって、求められた
改善点への対応を早急に行っていくことを表明するものであった。なお、
本文中でも触れた「優れた取り組みの基準」（DET２００６）は、報告書の提
案をもとにして、その後作成されたものである。
（２０）これらの事例紹介は、州教育省のHP上に掲載されている。インデック
ス・ページは、以下。http://www.education.vic.gov.au/sensecyouth/ca-
reertrans/mips/mipscasestudies.htm
（２１）ハウス制は、オーストラリアの学校ではよく見ることのできる、生活指
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導（pastoral care）上のねらいを持った教育・指導の仕組みである。生徒
は、入学すると、ハウスと呼ばれる異学年の縦割り生徒集団のひとつに所
属する（卒業まで、所属は変わらない）。各ハウスには、担当の教員が張
りつき、主として生活指導面でのケアやサポートを行う。生徒にとって
は、ハウスが、学校生活のさまざまな場面や学校行事等での活動の単位に
なるというものである。（Chittenden２００２）等を参照。
こうした性格から、Geelong High Schoolでは、生活指導面での生徒と
の関係が深く、つきあいの期間も長いハウス・リーダーが、“at risk”状
態の生徒に対応することになっているのであろう。
（２２）School Service Officerの概念は、もともとかなり幅広く、学校内におけ
る教員以外の職種をすべて含んでいる。ヴィクトリア州の場合、①いわゆ
る学校事務職員、②図書館司書や実習助手、IT等のサポート職、③授業
アシスタント、④キャリア・カウンセラー、⑤健康や福祉のサポート職、
などを包括している。州教育省のHP（http://www.education.vic.gov.au/
hrweb/careers/sso/ssostruct.htm）を参照。
（２３）（児美川 ２００８）で詳述したが、中等教育修了資格は、VCE（Victorian
Certificate of Education）または VCAL（Victorian Certificate of Applied
Learning）という州全体の統一基準に基づいて判定される。外部試験も
あり、中等学校の課程や科目を修得することが、そのまま中等教育修了資
格の取得になるわけではないので、科目履修については、かなり丁寧な指
導が必要となる。
（２４）その際、第１１学年以降では義務教育年限も切れるため、早期離学の可能
性がありそうな“at risk”層の生徒を発見し、重点的な支援のための体制
を整えていくことも、この段階での課題となる。
（２５）中等学校のカリキュラムにおいて VET科目が設置されるとしても、個
別の学校が開講することのできる職業教育訓練の科目の範囲は、当然のこ
とながら、きわめて限定される。そうした限界を超えるために、ヴィクト
リア州では、州内の各地域をいくつかの「クラスター」に分け、各クラス
ター内において、中等学校、TAFE、その他の職業教育訓練機関が提供す
る VET科目・コースの相互乗り入れが実現している。
（２６）“学校内”化は、当然のことながら、学校側に与えられた条件や資源か
ら来る「制約」の結果でもある。その意味で、ここでの言及は、評価的な
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コメントとしてではなく、あくまで現象記述的なコメントのつもりであ
る。
（２７）（児美川 １９９９）でも指摘したが、新自由主義に基づくニュー・パブリッ
ク・マネジメント型の政策が称揚されるにもかかわらず、日本の教育行政
の実態は、その多くが「プロセス」についての自由を与えたうえで「結果」
を評価・管理するのではなく、いまだに「プロセス」も「結果」も管理統
制するものになっているように思われる。
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ABSTRACT
The Transition Process from “School to Work”
for Youth in Australia(3): A Case Study of the
Managed Individual Pathways Program in Victo-
ria
Koichiro KOMIKAWA
In this paper, I attempt to sketch the framework of the Managed Individ-
ual Pathways (MIPs) program and to survey its educational effects. The
MIPs program was introduced in 2002 into all government secondary
schools in Vitoria and has been the focus of attention of the administrators
and educationalists of other states and territories since its commencement.
It is a kind of career guidance and counselling system in schools, which tar-
gets students from years 10 to 12 and obliges all students to make their own
pathways plans with the aid of MIPs staff, such as careers teachers or career
advisers.
First, referring to the Kirby report (2000), and the Pathways Projects im-
plemented by the Victorian Government in 2000 and 2001 as pilot pro-
grams, I try to clarify the policy-making process and the socio-educational
background of MIPs.
Second, I sketch the common framework of the MIPs program among
schools all over the state, although many aspects and details of the MIPs im-
plementation are left to the discretion of each school. Moreover, I make an
effort to point out two important peculiarities of the MIPs program. One is
the adoption of the case management method in interviewing and assisting
students in making their pathways plans, and the other is that the MIPs
program is executed while maintaining a close relationship between schools
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and local communities.
Third, I refer to the independent review of MIPs by a researchers group,
and according to its viewpoints of estimation, I attempt to deliberate
whether each school’s implementation of MIPs can in fact improve the
school’s former performance in career guidance and counselling.
Finally, I take up several case studies of schools which are implementing
MIPs very intensively and effectively, and suggest some hints that will help
other schools and staff. In conclusion, I insist that MIPs should be pursued
not as a separate and exclusive program but as a built-in program within
the whole school curriculum utilizing the entire staff’s coordination.
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